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Positive Action

Ⅰ. 本マニュアルの目的

本マニュアルの目的

　本マニュアルは、職場における男女労働者間の職域、役職などに関し事

実上生じている格差の実態把握・気づきを得ることを目的とした「業種別

『見える化』支援ツール」（以下、「見える化ツール」）の活用方法を紹介し

ています。また、その「見える化ツール」で把握された実態を踏まえ、格差

解消に向けたポジティブ・アクションの取組方法について、企業事例を交

えて説明を行っています。

 ポジティブ・アクションに取り組むきっかけとして、是非、本マニュアルを

ご活用下さい。

ポジティブ・アクションの取組の必要性

　ポジティブ・アクションは、社内制度には男女差別的な取扱いはないのに

「なかなか女性の管理職が増えない」「女性の職域が広がらない」など、女

性の能力が十分に活かされていないといった場合に、こうした男女労働

者間の格差の解消を目指して、個々の企業が進める自主的かつ積極的な

取組のことであり、実質的な男女均等取扱いを実現するために必要とな

るものです。

※男女雇用機会均等法では、労働者に対し性別を理由として差別的取扱いをすることを原則禁止していますが、第8条
において、過去の女性労働者に対する取扱いなどが原因で生じている、男女労働者間の事実上の格差を解消するた
めの措置（ポジティブ・アクション）は法に違反しない旨が明記されています。ただし、ポジティブ・アクションとなる「女
性のみを対象とする又は女性を有利に取り扱う取組」は、一定の区分、職務、役職において女性労働者の割合が４割
を下回っている場合のみです。

※第３次男女共同参画基本計画（平成２２年１２月１７日閣議決定）において、平成２６年度までにポジティブ・アクション
取組企業数の割合を４０％超とする目標が設定されています。
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Ⅱ. 業界における
ポジティブ・アクションの意義

女性活躍推進における業界の状況

　　グローバル化に伴うダイバーシティ実現の重要性

　今、情報サービス産業は「グローバル化」という大きな経営環境の変化に直面して
います。この変化にスピーディに対応し、国際社会における競争力を高めていくため
には、創造的なイノベーションが必要になります。しかし、従来のビジネスモデルや均
一的な組織運営ではイノベーションを誘発するには限界があり、今まさに構造的な改
革が必要とされています。
　改革を推進するには「人材力」が鍵となります。情報サービス企業の資産は人材で
あり、「人材力」を強化するには、組織マネジメントや働き方を改革し、一人ひとりの
持てる力を最大限に発揮させる人材マネジメントが必要になります。ここで重要になる
のが「ダイバーシティ( 多様性 )」です。日本の企業がグローバル化に対応し、世界
で活躍するためには、国籍・文化・ライフスタイルなどの壁を取り払い、幅広い人材
が互いに刺激し合える環境を整えていくことがポイントです。そして、「グローバル化」
は「ダイバーシティ」の実現にかかっています。そのためには女性が活躍できる産業
へと変化することが大きな鍵となります。

　　日本における女性活躍の現状

情報サービス産業の「女性の活躍・就労状況」を見ると、さらなる女性の活躍が
期待されます。一般社団法人情報サービス産業協会 (JISA) ではアンケート調査か
ら女性の活躍・就労が進まない要因を分析していますが、そこには企業と社員、さ
らには男性と女性における意識のギャップが見受けられます。
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情報サービス業におけるポジティブ・アクションの意義

情報サービス業では、ダイバーシティの実現に向けて、女性が活躍するための課
題をまとめ、それを解決するためのアクションを推進しています。第一に「働きやす
さ」を実現するための制度整備、第二にその制度が効果的に機能し「働きがい」を
実現するためのマネジメントの高度化です。

たとえば、「働きやすさ」という観点では、ワーク・ライフ・バランス施策の拡充
が挙げられるでしょう。育児休業や短時間勤務制度の整備、フレックスタイム制の導
入など多様な勤務制度を導入することで、女性がライフステージに応じた働き方を
考えることができ、就労継続できる仕組みを整えることにつながります。

また、「働きがい」という観点では、性別にとらわれない積極的な役職登用や、高 
度専門職への任用が挙げられるでしょう。役職登用などは、女性が就業継続できる
環境を用意することとは別に取り組んでいくべきテーマです。女性社員の定着率が
改善されても、役職者としての時間的・精神的負担を理由に、活躍の幅を狭めてしまっ
ては、将来的なキャリアアップの展望が見えず、結果として女性の「働きがい」を
損ねてしまいかねません。

ただし、「働きやすさ」も「働きがい」も、短期に実現できるものではありません。
そして、この取組においては、経営戦略とリンクした強いメッセージと、それに応じ
た制度面・運用面、また男女ともに意識面の改革が不可欠です。

管理職の
意識変革

人材育成
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管理職の
意識変革

人材育成

〈参考〉情報サービス産業協会 (JISA) の取組

　JISA は、日本を代表するシステム・インテグレータ、ソフトウェア開発企業、シンクタンクなど主要な情
報サービス企業で構成する業界団体です。
　JISA では、本業界が持続的に発展していくためにはイノベーションが必要であり、そのためには人材の
多様性が重要であると考え、ダイバーシティ推進、その中でも女性の活躍推進のための活動を行っています。
2020 年までに指導的地位 ( 管理職、ITSS レベル 5 相当以上の専門職など ) における女性比率を 30% に
する「JISA ダイバーシティ戦略」を策定し、平成 21 年度には「女性アクティブ・アクション -7」として、
女性が活躍するための環境整備に向けた活動プランをまとめ、具体的に実施しました。また、その他にもシ
ンポジウムの開催などを通じて「日本で最も女性が活躍している産業であること」の実現に向けた取組を行っ
ています。

4



Positive Action

育児・介護による離職を防止し、男女ともに仕事と生活の両立を可能とする、より積極
的な両立支援制度の整備や、社会環境の整備・拡充を目指す。

1２０１０年６月に施行された改正育児・介護休業法の周知・点検を図るとともに、両立
支援策の拡充の観点から、法を上回る内容への拡充について労働協約の改定に取り
組む。

2改正育児・介護休業法の定着に向けた取組として、①有期契約労働者への適用要件
の拡充、②育児休業・介護休業・短時間勤務・所定外労働の免除などの申し出や取得
により不利益取扱いの対象とならないよう労使での確認・徹底、③次世代育成支援
対策推進法に基づき労使で企業などの行動計画策定に取り組む。

情報労連の取組概要

職場、企業に対する
取組

日本労働組合総連合会(連合)方針に基づき、①改正男女雇用機会均等法の定着をは
じめとする男女平等参画社会の実現、②改正育児介護休業法の定着をはじめとする両
立支援の促進、③労働関係法令の遵守の徹底をはじめとするワークルールの取組な
どの前進に向けて、各構成組織(加盟組合)における労使間論議を促進しています。と
りわけ中・小企業における関連法令の遵守等への対応を強化しています。

組合活動（組織内）に
対する取組

● 情報労連・男女平等参画推進計画
加盟組合の達成目標:運動方針への男女平等参画の取組の明記、組合員比率の役員
配置、女性役員ゼロ組織の解消などの策定・推進に取り組んでいます。
● 啓発ツールの作成・配布
職場の男女平等参画推進の意識醸成を目的とした啓発ツールの作成・全組合員(22.1
万人)への配布を行っています。
● フォーラム開催
加盟組合の女性役員や男女平等参画推進担当者などを対象としたネットワークづくり
と情報交換の場としたフォーラム(勉強会)の開催(年3回)を行っています。

諸課題に対する連合方針

1.男女平等参画社会
実現に向けた取組と
均等待遇の実現

男女平等の実現、処遇格差の是正やポジティブ・アクションを活用した取組を通して、
男女平等社会実現に向けた取組を推進するとともに、女性が働き続けられる環境整
備を図る。
1改正男女雇用機会均等法の定着・点検に向け、ポジティブ・アクションガイドライン
などを活用し、以下の課題に取り組む。交渉・協議にあたっては、できるだけ実証的
なデータに基づく根拠を示し、PDCA手法で改善を図る。

２.両立支援の促進
（育児・介護休業法、
次世代育成支援対策
推進法）

①配置や仕事の配分などの男女の偏在の具体的検証・是正
②昇進・昇格など基準の運用で結果としての男女不平等の有無、結果と原因の検証・是正
③妊娠・出産などを理由とする不利益取扱いの有無の検証・是正
④セクシュアル・ハラスメント防止措置の実効性担保の検証

2女性の昇進・昇格の遅れ、配置や仕事の配分が男女で異なることなど、男女間の賃
金格差の背景と状況を実証的に点検し、女性に対する研修の実施や女性の少ない
部署への優先配置など、積極的な差別是正措置（ポジティブ・アクション）手法によ
り労使協議を進め、改善を図る。

3各単組の賃金データに基づいて男女別の賃金分布を把握して問題点を点検し、改
善へ向けた取組を進める。

4性やライフスタイルに中立的な制度とするため、生活関連手当の支給における「世
帯主」要件の廃止に取り組む。

〈参考〉情報産業労働組合連合会（情報労連）の取組

情報労連は、情報通信・情報サービス関連企業の労働組合が結集して組織した産業別労働組合であり、男
女がともに働きやすい環境づくりに向けて取り組んでいます。

また、情報労連では、諸課題に対して以下のような連合方針に基づき、 取組を進めています。
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